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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　０．９１０ｇ／ｃｍ３を超え、０．９４０ｇ／ｃｍ３以下の密度を有する、低密度ポリ
エチレン及び直鎖状低密度ポリエチレンのうち少なくとも１つを含む第１の樹脂成分と、
　エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－アクリル酸エチル共重合体、及び、０．８
８０ｇ／ｃｍ３～０．９０９ｇ／ｃｍ３の密度を有する超低密度ポリエチレンからなる群
より選択される少なくとも１つを含む第２の樹脂成分と、
　ホスフィン酸金属塩と、
　を含む難燃性樹脂組成物であって、
　前記難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し、
　前記第１の樹脂成分及び前記第２の樹脂成分の合計量が８５質量％以上であり、
　前記ホスフィン酸金属塩の含有量が１質量％以上１０質量％以下であり、
　水酸化アルミニウム及び水酸化マグネシウムの合計含有量が１質量％以下であり、
　マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が１質量％以下であり、
　高密度ポリエチレンの含有量が５質量％以下である、難燃性樹脂組成物。
【請求項２】
　前記高密度ポリエチレンの含有量が１質量％以下である、請求項１に記載の難燃性樹脂
組成物。
【請求項３】
　前記第１の樹脂成分と前記第２の樹脂成分との合計に占める前記第１の樹脂成分の割合
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は１０質量％以上９０質量％以下である、請求項１または請求項２に記載の難燃性樹脂組
成物。
【請求項４】
　前記難燃性樹脂組成物に含まれる全樹脂成分は、前記第１の樹脂成分と前記第２の樹脂
成分とを含み、残部が不可避的樹脂不純物からなる、請求項１から請求項３のいずれか１
項に記載の難燃性樹脂組成物。
【請求項５】
　前記不可避的樹脂不純物の含有量が１質量％以下である、請求項４に記載の難燃性樹脂
組成物。
【請求項６】
　線状の導体部と、
　前記導体部の外周側を取り囲むように配置される、請求項１～請求項５のいずれか１項
に記載の難燃性樹脂組成物から形成された最外被覆層とを有する、絶縁電線。
【請求項７】
　線状の導体部と、
　前記導体部の外周側を取り囲むように配置される、請求項１～請求項５のいずれか１項
に記載の難燃性樹脂組成物から形成された最外被覆層とを有する、ケーブル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、難燃性樹脂組成物、絶縁電線及びケーブルに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　自動車、鉄道車両などの車両や、ビル、工場などの建築物において使用される絶縁電線
の絶縁皮膜やケーブルの外皮（シース）を構成する材料として、難燃性樹脂組成物が使用
されている。そのような難燃性樹脂組成物として、例えば特許文献１には、炭素－炭素二
重結合を有する化合物で末端が変性されたシリコーンと、熱可塑性樹脂と、金属水酸化物
とを含む難燃性樹脂組成物が開示されている。上記熱可塑性樹脂としては、エチレン－酢
酸ビニル共重合体が挙げられている。また金属水酸化物としては、水酸化マグネシウムや
水酸化アルミニウムが挙げられている。金属水酸化物は、難燃性を高め、機械的強度の低
下を抑制する成分として配合されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１４／０４６１６５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　絶縁電線及びケーブルは、布設後、長期間にわたって使用されるものである。絶縁電線
及びケーブルは布設後の経時により劣化や変質が生じる。特に絶縁電線の最外絶縁皮膜及
びケーブルのシースなどの最外被覆層は、絶縁電線及びケーブルの構成部分の中でも劣化
や変質が生じやすい部分の一つである。最外被覆層の劣化は絶縁電線やケーブルの寿命に
大きく影響する。したがって、最外被覆層の耐経時劣化性を向上させることにより、絶縁
電線やケーブルの耐用年数を延長する技術が求められている。
【０００５】
　そこで、耐経時劣化性に優れた最外被覆層を有し、耐用年数の長い絶縁電線やケーブル
を製造可能な難燃性樹脂組成物を提供することを目的の１つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本願の難燃性樹脂組成物は、低密度ポリエチレン及び直鎖状低密度ポリエチレンのうち
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少なくとも１つを含む第１の樹脂成分と、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－ア
クリル酸エチル共重合体及び超低密度ポリエチレンからなる群より選択される少なくとも
１つを含む第２の樹脂成分と、ホスフィン酸金属塩と、を含む難燃性樹脂組成物である。
難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し、ホスフィン酸金属塩の含有量が１０質量％
以下であり、水酸化アルミニウム及び水酸化マグネシウムの合計含有量が１質量％以下で
あり、マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が１質量％以下であり、高密度ポリエチレン
の含有量が５質量％以下である。
【発明の効果】
【０００７】
　上記難燃性樹脂組成物によれば、耐経時劣化性に優れた最外被覆層を有し、耐用年数の
長い絶縁電線やケーブルを製造可能な難燃性樹脂組成物を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】単心ケーブルの一例を示す断面模式図である。
【図２】３心ケーブルの一例を示す断面模式図である。
【図３】トリプレックス型ケーブルの一例を示す断面模式図である。
【図４】絶縁電線の一例を示す断面模式図である。
【図５】体積抵抗の経時変化を評価した結果を示すグラフである。
【図６】ヒートサイクルの回数と収縮量の変化の関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　［本願発明の実施形態の説明］
　最初に本願発明の実施形態を列記して説明する。本願の難燃性樹脂組成物は、低密度ポ
リエチレン（ＬＤＰＥ：Ｌｏｗ　Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ）及び直鎖
状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ：Ｌｉｎｅａｒ　Ｌｏｗ　Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｐｏｌｙ
ｅｔｈｙｌｅｎｅ）のうち少なくとも１つを含む第１の樹脂成分と、エチレン－酢酸ビニ
ル共重合体（ＥＶＡ：Ｅｔｙｌｅｎｅ　Ｖｉｎｙｌ　ａｃｅｔａｔｅ　ｃｏｐｏｌｙｍｅ
ｒ）、エチレン－アクリル酸エチル共重合体（ＥＥＡ：Ｅｔｙｌｅｎｅ－Ｖｉｎｙｌ　ａ
ｃｅｔａｔａ　ｃｏｐｏｌｙｍｅｒ）及び超低密度ポリエチレン（ＶＬＤＰＥ：Ｖｅｒｙ
　Ｌｏｗ　Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ）からなる群より選択される少な
くとも１つを含む第２の樹脂成分と、ホスフィン酸金属塩と、を含む難燃性樹脂組成物で
ある。難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し、ホスフィン酸金属塩の含有量が１０
質量％以下であり、水酸化アルミニウム及び水酸化マグネシウムの合計含有量が１質量％
以下であり、マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が１質量％以下であり、高密度ポリエ
チレンの含有量が５質量％以下である。
【００１０】
　最外被覆層の経時劣化の代表的なものとしては、絶縁抵抗の低下、経時による収縮、及
び白化の発生がある。本発明者らは、このうち最外被覆層の絶縁抵抗の低下及び白化が難
燃剤である金属水酸化物が原因で生じ得ることを明らかにした。本発明者らの検討による
と、最外被覆層の絶縁抵抗の低下は、最外被覆層に含まれる金属水酸化物が吸湿し、最外
被覆層の内部に水分が含まれることにより発生するものと考えられる。さらに、最外被覆
層の白化は、最外被覆層に含まれる金属水酸化物が空気中の二酸化炭素と反応して炭酸塩
として析出することにより発生する。本願の難燃性樹脂組成物においては、水酸化アルミ
ニウム及び水酸化マグネシウムの合計含有量が１質量％以下である。この特徴により布設
環境下における水分の吸収を防ぎ絶縁抵抗の低下が抑制される。また最外被覆層の白化を
抑制することができる。
【００１１】
　また本発明者らは、経時変化による最外被覆層の収縮を防ぐには、比較的低い温度でも
成形可能な難燃性樹脂組成物の配合を選択し、比較的低い温度でも成形温度で成形するこ
とが重要であることを明らかにした。またそのためには、上述の配合を有する難燃性樹脂
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組成物が好適であることも明らかにした。
【００１２】
　本願の難燃性樹脂組成物は、難燃性を付与する物質として、水酸化アルミニウムや水酸
化マグネシウムの代替物としてホスフィン酸金属塩を含有する。これにより充分な難燃性
を確保することができる。一方、リン系化合物であるホスフィン酸金属塩は、難燃性樹脂
組成物中の配合量が一定量を超えると難燃性樹脂組成物の主剤であるポリオレフィン系の
樹脂に対して分散されにくい特性を有する。そのため、マレイン酸変性ポリエチレンなど
の分散助剤を添加する必要がある。しかしながら、マレイン酸変性ポリエチレンを所定量
以上含有する難燃性樹脂組成物は成形温度を高くする必要がある。そのため、経時変化に
よる最外被覆層の収縮量を小さくするには、マレイン酸変性ポリエチレンをできる限り含
まないことが好ましい。
【００１３】
　本発明者らの検討によれば、１０質量％以下のホスフィン酸金属塩を含有すること、及
びマレイン酸変性ポリエチレンの含有量を１質量％以下とすることで、比較的低い成形温
度での成形を可能としつつ、難燃性を保持できることが明らかとなった。
【００１４】
　さらに本願の難燃性樹脂組成物は、ＬＤＰＥ及びＬＬＤＰＥのうち少なくとも１つを含
む第１の樹脂成分と、ＥＶＡ、ＥＥＡ及びＶＬＤＰＥからなる群より少なくとも１つを含
む第２の樹脂成分と、を含有する。第１の樹脂成分を含む難燃性樹脂組成物からなる成形
物は、機械的強度及び剛性が高く、耐外傷性に優れる。これに対し、第２の樹脂成分は成
形物に柔軟性を付与し引張弾性率を低下させる。そのため第１の樹脂成分と第２の樹脂成
分との両方を含有することにより、成形物の機械的強度及び剛性を維持しつつ引張弾性率
を低下させることが可能となり、比較的低い成形温度でも成形することが可能となる。そ
の結果、最外被覆層として必要な物性は維持しつつ、経時変化による最外被覆層の収縮が
抑制される絶縁電線及びケーブルを形成できる難燃性樹脂組成物を提供することが可能と
なる。
【００１５】
　上記難燃性樹脂組成物のホスフィン酸金属塩の含有量は１質量％以上であるのが好まし
い。ホスフィン酸金属塩を１質量％以上含むことにより、必要な難燃性を備えた最外被覆
層を有する絶縁電線及びケーブルを形成できる難燃性樹脂組成物を提供することが容易と
なる。
【００１６】
　難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し、第１の樹脂成分及び第２の樹脂成分の合
計量が８５質量％以上であってもよい。第１の樹脂成分及び第２の樹脂成分を上記割合で
含有することで、難燃性に優れ、耐経時劣化性に優れた絶縁電線及びケーブルの最外被覆
層を形成できる難燃性樹脂組成物を安定的に提供することができる。
【００１７】
　上記難燃性樹脂組成物において、高密度ポリエチレンの含有量は５質量％以下である。
高密度ポリエチレンは難燃性樹脂組成物の粘度を上昇させ、加工性を低下させる。そのた
め高密度ポリエチレンの含有量が５質量％以下であることで、充分な粘度を有し、押出成
形時などにおける加工性に優れた難燃性樹脂組成物を提供することができる。好ましくは
、難燃性樹脂組成物中の高密度ポリエチレンの含有量は１質量％以下であり、難燃性樹脂
組成物が実質的に高密度ポリエチレンを含まない（例えば、０．１質量％以下である）の
が好ましい。
【００１８】
　第１の樹脂成分と第２の樹脂成分との合計に占める第１の樹脂成分の割合は１０質量％
以上９０質量％以下であってもよい。すなわち、第２の樹脂成分の割合は９０質量％以上
１０質量％以下であってもよい。このような割合で上記２成分を含むことで、機械的強度
や耐外傷性などの絶縁電線及びケーブル用材料として必要な基本的特性と、耐経時劣化性
とのバランスに優れた絶縁電線及びケーブルを形成できる難燃性樹脂組成物を提供するこ
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とが容易となる。
【００１９】
　難燃性樹脂組成物に含まれる全樹脂成分は、第１の樹脂成分と第２の樹脂成分とを含み
、残部が不可避的樹脂不純物からなるものであってもよい。難燃性樹脂組成物に含まれる
全樹脂成分がこれらの２つの成分及び不可避的樹脂不純物のみを含むことで、上記基本的
物性と耐経時劣化性とのバランス優れた絶縁電線及びケーブルを形成できる難燃性樹脂組
成物をより安定的に提供することができる。
【００２０】
　難燃性樹脂組成物の不可避的樹脂不純物の含有量は１質量％以下であるのが好ましい。
不可避的樹脂不純物の含有量が上記のように少ないことにより、難燃性に優れ、耐経時劣
化性に優れた絶縁電線及びケーブルの最外被覆層を形成できる難燃性樹脂組成物を安定的
に提供することができる。
【００２１】
　本願発明は、線状の導体部と、導体部の外周側を取り囲むように配置される、上記難燃
性樹脂組成物から形成された絶縁被覆層とを有する絶縁電線にも関する。このような絶縁
被覆層を有する絶縁電線は、耐経時劣化性に優れる。そのため耐用年数の長い絶縁電線と
なる。
【００２２】
　本願発明は、線状の導体部と、導体部の外周側を取り囲むように配置される、上記難燃
性樹脂組成物から形成された最外被覆層とを有するケーブルにも関する。このような最外
被覆層を有するケーブルは、耐経時劣化性に優れる。そのため耐用年数の長いケーブルと
なる。
【００２３】
　［本願発明の実施形態の詳細］
　次に、本願の難燃性樹脂組成物、及びその製造方法の一実施の形態を、図面を参照しつ
つ説明する。以下の図面において同一又は相当する部分には同一の参照番号を付しその説
明は繰り返さない。
【００２４】
　［難燃性樹脂組成物の構成］
　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、低密度ポリエチレン及び直鎖状低密度ポリエ
チレンのうち少なくとも１つを含む第１の樹脂成分と、エチレン－酢酸ビニル共重合体、
エチレン－アクリル酸エチル共重合体及び超低密度ポリエチレンからなる群より選択され
る少なくとも１つを含む第２の樹脂成分と、ホスフィン酸金属塩と、を含む。
【００２５】
　［第１の樹脂成分及び第２の樹脂成分］
　上述の通り、第１の樹脂成分は、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）及び直鎖状低密度ポ
リエチレン（ＬＬＤＰＥ）のうち少なくとも１つを含む。
【００２６】
　ＬＤＰＥは、例えば高圧法と呼ばれる、重合時の圧力を高圧にする方法でエチレンモノ
マーを重合する方法などにより得られるエチレンホモポリマーである。またＬＬＤＰＥは
、エチレンモノマーと、コモノマーと呼ばれるブテン－１などの少量のα－オレフィンと
を共重合することにより得られるコポリマーである。第１の樹脂成分に含まれる上記ＬＤ
ＰＥ及びＬＬＤＰＥの密度は０．９１０ｇ／ｍＬ超で０．９４０ｇ／ｍＬ以下である。な
お本願明細書において、密度はＪＩＳ　Ｋ　６９２２－２に準拠して測定した密度である
。
【００２７】
　第１の樹脂成分は、絶縁電線やケーブルの最外被覆層（絶縁被覆やシース等）の硬度を
高め、優れた耐外傷性を付与する。また最外被覆層に優れた機械的特性（引張特性など）
を付与する。
【００２８】
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　上述の通り、第２の樹脂成分は、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エチレン
－アクリル酸エチル共重合体（ＥＥＡ）及び超低密度ポリエチレン（ＶＬＤＰＥ）からな
る群より選択される少なくとも１つを含む。
【００２９】
　エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）は、ラジカル重合などの重合法によりエチレ
ンと酢酸ビニルとを共重合することにより得られる。エチレン－アクリル酸エチル共重合
体（ＥＥＡ）は、ラジカル重合などの重合法により、エチレンとアクリル酸エチルとを共
重合することにより得られる。超低密度ポリエチレン（ＶＬＤＰＥ）は、ＬＤＰＥ、ＬＬ
ＤＰＥと比べて密度が低く、柔軟性を有する樹脂である。具体的には、ＶＬＤＰＥは０．
８８０ｇ／ｃｍ３～０．９０９ｇ／ｃｍ３の密度を有する。ＶＬＤＰＥはエチレンとオク
テン－１とを共重合することにより得られる。
【００３０】
　なお、ＥＶＡを配合する場合、ＥＶＡにおけるエチレン単量体単位と酢酸ビニル単量体
単位との比は特に限定されない。しかしながら酢酸ビニル単量体単位の量が高くなると、
難燃性は向上するものの融点が低下し、加熱により変形しやすくなる。そのため、ＥＶＡ
の全単量体単位に占める酢酸ビニル単量体単位の割合が、質量換算で３０質量％以下であ
るのが好ましい。加熱変形を小さくできることから、酢酸ビニル単量体単位の割合が２８
質量％以下（ＥＶＡの融点が７１℃以上）であることが好ましい。
【００３１】
　第２の樹脂成分に含まれるＥＶＡ、ＥＥＡ及びＶＬＤＰＥは、いずれもＬＤＰＥやＬＬ
ＤＰＥと比べて柔軟性が高いという性質を有する。これらの成分を配合した難燃性樹脂組
成物から得られる絶縁電線及びケーブルの最外被覆層は比較的低い成形温度でも成形が可
能となる。その結果、経時変化による最外被覆層の収縮を低減することができる。
【００３２】
　難燃性樹脂組成物中の第１の樹脂成分及び第２の樹脂成分の含有量に関し、難燃性樹脂
組成物の総量１００質量％に対し、第１の樹脂成分及び第２の樹脂成分の合計量が８５質
量％以上であるのが好ましく、９０質量％以上であるのがより好ましい。これにより、難
燃性と耐経時劣化性とに優れた絶縁電線及びケーブルの最外被覆層を形成できる難燃性樹
脂組成物を安定的に提供することができる。
【００３３】
　第１の樹脂成分と第２の樹脂成分の合計に占める第１の樹脂成分の割合は、１０質量％
以上９０質量％以下であるのが好ましく、２０質量％以上９０質量％以下であるのが好ま
しい。なかでも４０質量％以上９０質量％以下であるのが特に好ましい。残部は第２の樹
脂成分の割合である。すなわち、第１の樹脂成分と第２の樹脂成分の合計に占める第２の
樹脂成分の割合は９０質量％以下でかつ１０質量％以上であるのが好ましく、８０質量％
以下でかつ１０質量％以上であるのが好ましく、６０質量％以下でかつ１０質量％以上で
あるのが特に好ましい。このような配合とすることにより、耐外傷性及び機械的特性を充
分に維持しつつ、弾性率が充分に低い（例えば２００ＭＰａ未満の）、絶縁電線又はケー
ブルの最外被覆層を形成できる難燃性樹脂組成物を安定的に提供することができる。
【００３４】
　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、効果を損なわない範囲で上記第１の樹脂成分
と第２の樹脂成分以外の樹脂成分を含んでもよい。但し、安定した特性の難燃性樹脂組成
物を得るためには、難燃性樹脂組成物に含まれる全樹脂成分のうち、第１の樹脂成分と第
２の樹脂成分とが占める割合が９０質量％以上であるのが好ましく、難燃性樹脂組成物に
含まれる全樹脂成分が第１の樹脂成分と第２の樹脂成分とから実質的になるのが好ましく
、第１の樹脂成分と第２の樹脂成分とを含み、残部が不可避的樹脂不純物からなるのが好
ましい。不可避的樹脂不純物の含有量が１質量％以下であるのが特に好ましい。第１の樹
脂成分と第２の樹脂成分とが占める割合が９０質量％以上であることで、優れた耐外傷性
や機械的強度を有し、収縮の少ない、絶縁電線やケーブル用の材料として好適な難燃性樹
脂組成物を提供することができる。なお、「全樹脂成分」とは、ホスフィン酸金属塩と、
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その他の無機物質と、物性の調整のために添加される種々の添加剤とを除く、高分子樹脂
からなる成分をいう。「全樹脂成分」には第１の樹脂成分と第２の樹脂成分も含まれる。
【００３５】
　［ホスフィン酸金属塩］
　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物に含まれるホスフィン酸金属塩とは、下記式（１
）で表される化合物である。なお、式中Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ、水素又は炭素数１～８
のアルキル基又は炭素数１２以下のアリール基であり、Ｍｍ＋は、カルシウム、アルミニ
ウム、亜鉛、マグネシウム、カリウム、ナトリウム、リチウム、アンモニウム、バリウム
、ストロンチウム等のアルカリ金属、アルカリ土類金属、３価の金属及び１価～３価の遷
移金属、並びにアンモニウムから選択される１種である。ｍは１～３の整数である。Ｍと
しては、カルシウム、アルミニウム、亜鉛が好ましく、より好ましくはアルミニウムであ
る。
【００３６】
【化１】

 
【００３７】
　ホスフィン酸金属塩のリン含有率は、１５質量％以上であることが好ましく、より好ま
しくは１８質量％以上、さらに好ましくは２０質量％以上である。ホスフィン酸金属塩の
具体例としては、有機ホスフィン酸のアルミニウム塩等を挙げることができる。
【００３８】
　ホスフィン酸金属塩の含有量は、難燃性樹脂組成物の総量に対して１０質量％以下であ
る。１０質量％を超えると、分散助剤であるマレイン酸変性ポリエチレンを１質量％を超
えて添加することなくホスフィン酸金属塩を充分に分散することが難しくなる。またホス
フィン酸金属塩の含有量は難燃性樹脂組成物の総量に対し１質量％以上であるのが好まし
く、４質量％以上であるのがより好ましい。
【００３９】
［その他の成分］
　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し
、水酸化アルミニウム及び水酸化マグネシウムの合計含有量が１質量％以下である。難燃
性樹脂組成物は、水酸化アルミニウム及び水酸化マグネシウムを実質的に含有しない（例
えば、０．１質量％以下である）のが好ましい。水酸化アルミニウム及び水酸化マグネシ
ウムの合計含有量が１質量％以下であることにより、成形物の経時による絶縁抵抗の低下
及び成形物の白化を抑制することができる。
【００４０】
　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し
、マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が１質量％以下である。難燃性樹脂組成物はマレ
イン酸変性ポリエチレンを実質的に含有しない（例えば、０．１質量％以下である）のが
好ましい。マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が１質量％以下であることにより、押出
成形時の温度を高くする必要性がない。その結果、成形物の経時変化による収縮量を低減
することができる。
【００４１】
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　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し
、高密度ポリエチレンの含有量が５質量％以下である。高密度ポリエチレンの含有量が５
質量％を超えると難燃性樹脂組成物の粘度が上昇し、加工性が低下する。そのため、難燃
性樹脂組成物の総量１００質量％に対し、高密度ポリエチレンの含有量が５質量％以下で
あるのが好ましい。難燃性樹脂組成物中の高密度ポリエチレンの含有量は１質量％以下で
あるのがより好ましく、難燃性樹脂組成物が実質的に高密度ポリエチレンを含まない（例
えば、０．１質量％以下である）のが好ましい。
【００４２】
　［添加成分］
　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、必要に応じて上述した成分以外の他の添加成
分を、発明の効果を損なわない範囲で含んでもよい。特に限定されないが、例えば、適量
の酸化防止剤（フェノール構造又はアミン構造を有するものや、リンや硫黄原子を有する
低分子量体など）、滑剤（高級脂肪酸、脂肪酸金属塩、脂肪酸アマイドやフッ素系の材料
からなる滑剤など）、補強材（タルクなど）を含んでもよい。
【００４３】
　さらに物性の調整のために、エチレン－プロピレン共重合ゴム等の他の樹脂成分やゴム
成分を含んでもよい。但し、その量は上記第１の樹脂成分及び第２の樹脂成分の含有量よ
り少ないことが好ましく、難燃性樹脂組成物の５質量％以下であるのが好ましい。
【００４４】
　［難燃性樹脂組成物］
　上述のように、本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、低密度ポリエチレン及び直鎖
状低密度ポリエチレンのうち少なくとも１つを含む第１の樹脂成分と、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体、エチレン－アクリル酸エチル共重合体及び超低密度ポリエチレンからなる
群より選択される少なくとも１つを含む第２の樹脂成分と、ホスフィン酸金属塩と、必要
に応じて他の添加剤とを含む。但し、難燃性樹脂組成物の総量１００質量％に対し、ホス
フィン酸金属塩の含有量が１０質量％以下であり、水酸化アルミニウム及び水酸化マグネ
シウムの合計含有量が１質量％以下であり、マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が１質
量％以下であり、高密度ポリエチレンの含有量が５質量％以下である。
【００４５】
　難燃性樹脂組成物の好ましい一実施形態は、低密度ポリエチレン及び直鎖状低密度ポリ
エチレンのうち少なくとも１つを含む第１の樹脂成分と、エチレン－酢酸ビニル共重合体
、エチレン－アクリル酸エチル共重合体及び超低密度ポリエチレンからなる群より選択さ
れる少なくとも１つを含む第２の樹脂成分と、ホスフィン酸金属塩とを含む。難燃性樹脂
組成物の総量１００質量％に対し、第１の樹脂成分及び第２の樹脂成分の合計量は８５質
量％以上、好ましくは９０質量％である。第１の樹脂成分と第２の樹脂成分の合計に占め
る第１の樹脂成分の割合は１０質量％以上９０質量％以下、好ましくは２０質量％以上９
０質量％以下、より好ましくは４０質量％以上８０質量％以下である。ホスフィン酸金属
塩の含有量は１質量％以上１０質量％以下である。また水酸化アルミニウム及び水酸化マ
グネシウムの合計含有量が１質量％以下であり、マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が
１質量％以下であり、高密度ポリエチレンの含有量が５質量％以下、好ましくは１質量％
以下である。この難燃性樹脂組成物は、必要に応じて無機フィラーや酸化防止剤、滑剤、
カーボンブラックなどの添加剤を含んでもよい。
【００４６】
　［難燃性樹脂組成物の製法］
　本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物は、上記必須の成分及び必要によりその他の成分
を、二軸押出機、ロール、バンバリーミキサー等の溶融混練装置を用いて混練することに
より製造することができる。その際、室温で各成分を混練した後、加熱してさらに混練し
てもよい。
【００４７】
　［難燃性樹脂組成物の用途］
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　上記難燃性樹脂組成物は、絶縁電線の絶縁被覆や、絶縁ケーブルの外被（シース）の形
成に好適に用いることができる。但し、用途はこれらに限定されない。なお、単に「絶縁
被覆」と言うときは、絶縁電線の絶縁被覆とともに絶縁ケーブルの外被（シース）等の絶
縁材を含む意味で用いられる。
【００４８】
　［絶縁電線及びケーブルの構成］
　次に上記難燃性樹脂組成物から形成された最外被覆層を有する絶縁電線及びケーブルの
構成について図を参照しつつ、以下に説明する。
【００４９】
　図１は本願の一実施形態に係る単心ケーブルの一例を示す断面模式図である。図１を参
照して、単心ケーブル１は、線状で、長手方向に垂直な断面において円形の形状を有する
導体部１０を備える。その円形の導体部１０を中心に、半径方向外側に向かって同心円状
に、内部半導電層２０、絶縁体３０、外部半導電層４０、遮蔽部５０、押えテープ６０、
及びシース７０がこの順に配置される。
【００５０】
　内部半導電層２０及び外部半導電層４０は、それぞれ半導電性樹脂や半導電性テープな
どの半導電性物質から構成される。絶縁体３０は、例えば架橋ポリエチレンからなる。遮
蔽部５０は、例えば銅製のテープなどからなる。押えテープ６０は、各部材を固定するた
めに設けられるものであって、絶縁性樹脂などの絶縁性材料からなる。
【００５１】
　シース７０は、本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物から形成された最外被覆層である
。シース７０は、導体部１０の外周側を取り囲むように配置されており、単心ケーブル１
の最外被覆層を構成する。シース７０は、例えば、導体部１０を中心に、半径方向外側に
向かって同心円状に、内部半導電層２０、絶縁体３０、外部半導電層４０、遮蔽部５０、
押えテープ６０がこの順に配置された線状複合体に対し、その外周側の面を被覆するよう
に上記難燃性樹脂組成物を加熱しながら押出被覆することにより形成することができる。
【００５２】
　図２は、別の実施形態に係る、３心ケーブルの一例を示す断面模式図である。３心ケー
ブル２は、一つのシース７０で覆われる領域内に３条のケーブル３を含む。個々のケーブ
ル３は、押えテープ６０及びシース７０がない以外は上記単心ケーブル１と同様の構造を
有する。３条のケーブル３は、断面が円形となるように介在８０で取り囲まれ、押えテー
プ６０により固定されている。介在８０は、樹脂、紙、繊維などから構成される。押えテ
ープ６０の半径方向外側には上記難燃性樹脂組成物から形成されるシース７０が設けられ
ている。
【００５３】
　シース７０は、本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物から形成された被覆層である。シ
ース７０は、導体部１０の外周側を取り囲むように配置されており、３心ケーブル２の最
外被覆層を構成する。シース７０は、上記３条のケーブル３と、その周りを取り囲む介在
８０とを設けた後、押えテープ６０により固定した線状複合体に対し、その外周側の面を
被覆するように上記難燃性樹脂組成物を加熱しながら押出被覆することにより形成するこ
とができる。
【００５４】
　図３は、別の実施形態に係る、トリプレックス型ケーブルの一例を示す断面模式図であ
る。トリプレックス型ケーブル４は単心ケーブル５を３条撚り合わせた構造を有する。各
単心ケーブル５は、図１に示す単心ケーブル１と同様の構造を有する。すなわち、単心ケ
ーブル５は、それぞれの最外層に上記難燃性樹脂組成物から形成されるシース７０を備え
る。トリプレックス型ケーブル４は、３本の導体部１０が独立して絶縁・保護されている
ため、図２に示す３心ケーブル２と比較して許容電流が高いという特徴を有する。トリプ
レックス型ケーブル４は、例えば単心ケーブル１と同様の方法で形成した３本の単心ケー
ブル５のシース７０を熱溶着などで接着することにより製造することができる。
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【００５５】
　図４は、別の実施形態に係る、絶縁電線の一例を示す断面模式図である。絶縁電線６は
、線状で、長手方向の断面において円形の形状を有する導体部１０と、導体部１０の外周
側を取り囲むように配置される、絶縁被覆層９０とを備える。絶縁被覆層９０は、上記難
燃性樹脂組成物からなる。絶縁被覆層９０は、押出成形や、導体部１０の外周表面への難
燃性樹脂組成物の塗布により形成することができる。絶縁被覆層９０は、絶縁電線６の最
外被覆層を構成する。また絶縁被覆層９０は、導体部１０の外周面に接触してその外周面
を覆う。
【００５６】
　なお本願明細書において、絶縁電線とは、図４に示すように、銅などの線状の導体部と
、絶縁材料からなり、上記導体部の外表面を被覆する絶縁層とを含む電線をいう。線状の
導体部は単線であってもよく、撚り線などの複数の線状体からなってもよい。
【００５７】
　またケーブルとは、図１～図３に示すように、上記絶縁電線の１本、又は複数本の収束
体の最も外側の面が絶縁性の被覆層（シース）で覆われた線状体をいう。
【００５８】
　本願明細書において、最外被覆層とは、上記絶縁電線６においては絶縁被覆層９０を、
ケーブル１，２，４においては、シース７０を意味する。
【００５９】
　図１～図３に示すケーブル及び図４に示す絶縁電線は、耐外傷性及び耐経時劣化性が高
い最外被覆層を有する。そのため耐用年数の長い絶縁電線やケーブルが求められる分野に
おいて有利に利用される。
【実施例】
【００６０】
　次に、発明の効果を確認するために以下の実験を行い、特性を評価した。結果を以下に
示す。
【００６１】
　（使用した材料）
　先ず、下記の実験例（実施例、比較例）で使用した材料について述べる。各実験におい
て使用した配合を表１～表３に示す。表１及び表２に示す実験Ｎｏ．１～Ｎｏ．１１は実
施例である。また表３に示す実験Ｎｏ．１２，１３は比較例である。表１～表３における
各成分の数値の単位は質量部である。またホスフィン酸金属塩比率とは難燃性樹脂組成物
の総量１００質量％に対する、難燃性樹脂組成物中に含まれるホスフィン酸金属塩の割合
（単位：質量％）を示す。表１及び表２に示す実験Ｎｏ．１から１１のうち、ホスフィン
酸金属塩比率は最大で８．８質量％である（実験Ｎｏ．６及び実験Ｎｏ．８）。一方、比
較例（実験Ｎｏ．１２，１３）においては、ホスフィン酸金属塩比率は１５．７質量％で
ある。
【００６２】
　［第１の樹脂成分］
　・ＬＬＤＰＥ（直鎖状低密度ポリエチレン）：密度０．９２ｇ／ｍＬ、ＭＦＲ０．６ｇ
／１０ｍｉｎ（ＭＦＲは、１９０℃・２１．６ｋｇの測定条件で測定した。以下同じであ
る。）
【００６３】
　［第２の樹脂成分］
　（ｉ）エチレン－酢酸ビニル共重合樹脂
　ＥＶＡ（酢酸ビニル含量：２５質量％、融点：７７℃）
　（ｉｉ）エチレン－アクリル酸エチル共重合樹脂
　ＥＥＡ（アクリル酸エチル含量：１５質量％、融点：１００℃）
　（ｉｉｉ）超低密度ポリエチレン
　ＶＬＤＰＥ（密度０．８６８ｇ／ｍＬ、融点５５℃、デュローメーター硬度（ショアＡ
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）７０）
【００６４】
　［比較用の樹脂成分］
　（１）ＨＤＰＥ（高密度ポリエチレン）：密度　０．９５１ｇ／ｍＬ、ＭＦＲ　０．８
ｇ／１０ｍｉｎ
　（２）ＭＡＨ－ＬＬＤＰＥ（マレイン酸変性直鎖状低密度ポリエチレン）：密度　０．
９２８ｇ／ｍＬ、ＭＦＲ　１．５ｇ／１０ｍｉｎ、融点　１２２℃、マレイン酸含有量　
０．８質量％。
【００６５】
　［ホスフィン酸金属塩］
　密度１．３５ｇ／ｃｍ３、リン含有量２３－２４質量％、平均粒径２０－４０μｍのホ
スフィン酸金属塩を用いた。
【００６６】
　［他の添加成分］
　（ｉ）酸化防止剤
　分子量１１７８、融点１１０－１２５℃のフェノール系酸化防止剤を用いた。
　（ｉｉ）滑剤
　ステアリン酸亜鉛を用いた。
　（ｉｉｉ）カーボンブラック
　算術平均粒子径３８ｎｍ、窒素吸着比表面積４９ｍ２／ｇのカーボンブラックを用いた
。
【００６７】
　［評価１］
　［特性評価］
　（評価用シートの作製）
　表１及び表２に示す配合（質量比）の各成分を、加圧ニーダーにて１８０℃で混練した
。その後、混練物を１６０℃でプレス成形することにより、厚さ１ｍｍ、２ｍｍ、３ｍｍ
の各シートを作製した。
【００６８】
　（物性の評価）
　下記の実験例（実施例、比較例）で行った物性等の測定方法について述べる。各評価果
を表１及び表２に示す。
【００６９】
　（酸素指数）
　１６０℃でプレス成形した厚さ３ｍｍのシートから試験片を作製し、ＪＩＳ　Ｋ７２０
１に準拠して酸素指数を測定した。
【００７０】
　（Ｄ硬度）
　ショアＤ硬度計を使用して、ＪＩＳ　Ｋ　７２１５　タイプＤに準じて測定した。
【００７１】
　（引張特性）
　１６０℃でプレス成形した厚さ１ｍｍのシートから引張試験片を打ち抜き、株式会社島
津製作所製オートグラフを使用して、ＪＩＳ　Ｋ　６２５１に準拠して、２００ｍｍ／分
の試験速度で引張試験を行った。引張試験においては、引張弾性率、引張強さ、及び引張
伸びを測定した。引張弾性率は２００ＭＰａ以下を合格とした。
【００７２】
　（低温脆化特性）
　１６０℃でプレス成形した厚さ２ｍｍのシートから引張試験片を打ち抜き、株式会社東
洋精機製作所製の測定機を使用して、ＪＩＳ　Ｋ　７２１６に準じて測定した。－２５℃
以下を合格とした（－２５℃で合格した場合それ以下の温度は未実施）。
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　（加熱変形率）
　株式会社安田精機製作所製の測定機を使用して、ＪＩＳ　Ｃ　３００５に準じ、７５℃
、４ｋｇｆ（約３９Ｎ）の条件で、１０ｍｍφの鉄棒にて押込みを行って測定した。
【００７４】
　（比重）
　株式会社エー・アンド・デイ製の測定機を使用して、エタノール法にて測定した。
【００７５】
（体積抵抗、体積抵抗変化）
　８０℃の恒温槽中で乾燥させた厚さ１ｍｍのシートについて、常温下で５００Ｖの電圧
で初期の体積抵抗を測定した。その後、７５℃（実験Ｎｏ．１２及びＮｏ．１３について
は８０℃）の温水にこのシートを所定の期間（２週間、４週間、又は８週間）浸漬し、シ
ート表面の水滴を拭き取った後、再度常温下で体積抵抗を測定した。
【００７６】

【表１】

 
【００７７】
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【００７８】
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【表３】

 
【００７９】
　表１及び表２に示す実験Ｎｏ．１～Ｎｏ．１１は実施例である。また表３に示す実験Ｎ
ｏ．１２，１３は比較例である。表１及び表２に示すように、実施例の難燃性樹脂組成物
は酸素指数が１９以上という充分な難燃性を備える。また、Ｄ硬度３８以上という充分な
硬度を備え、耐外傷性が高い。低温脆化特性及び比重についてもいずれも許容範囲であっ
た。
【００８０】
　また弾性率はいずれも２００ＭＰａ以下であり、最大で１６４ＭＰａ（実験Ｎｏ．７）
である。弾性率が２００ＭＰａ以下であることと、さらにマレイン酸変性ポリエチレンを
実質的に含まないことにより、比較的低い温度での成形が可能であり、経時変化による収
縮の少ない最外被覆層を有する絶縁電線又はケーブルを提供することができる。
【００８１】
　体積抵抗については、実験Ｎｏ．１～Ｎｏ．１１のいずれの試料においても、７５℃に
浸水してから８週間経過後の時点で一定レベル以上の抵抗値を保っており、経時により急
激に変化するものは見られなかった。このことから、本実施の形態に係る難燃性樹脂組成
物から得られたシートは、いずれも高い耐経時劣化性を有することが実証された。
【００８２】
　これに対し、ホスフィン酸金属塩を１５．７質量％、高密度ポリエチレンを１５．７質
量％含有する実験Ｎｏ．１２の難燃性樹脂組成物においては、その難燃性樹脂組成物から
得られるシート状試料の引張弾性率が２２０ＭＰａと高い。また実験Ｎｏ．１２と比較し
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て、７．９質量％のマレイン酸変性直鎖状低密度ポリエチレン（ＭＡＨ－ＬＬＤＰＥ）を
さらに含有する実験Ｎｏ．１３の難燃性樹脂組成物においては、その難燃性樹脂組成物か
ら得られるシート状試料の引張弾性率が２３０ＭＰａとさらに高い。このように高い引張
弾性率を有する比較用の難燃性樹脂組成物は押出加工温度を高くする必要があり、シート
状試料の収縮量を低減する観点からは好ましくない。
【００８３】
　［評価２］
　［体積抵抗の経時変化の評価］
　実験Ｎｏ．７に示す難燃性樹脂組成物を成形することにより、厚さ１ｍｍのシート状の
評価用試料を２片準備した。さらに、既存のケーブルのシース用被覆材を準備し、厚さ１
ｍｍの比較用試料を作製した。それぞれの試料を７５℃の恒温槽中で乾燥させた。各試料
について、常温下で５００Ｖの電圧で初期の体積抵抗を測定した。その後、シート状の評
価用試料のうち１片は常温に静置し、所定の期間が経過するごとに常温下で体積抵抗を測
定した。またシート状の評価用試料のうち１片、及び比較用試料は７５℃の温水に浸漬し
、所定の期間が経過するごとに試料を温水から取り出し、シート表面の水滴を拭き取った
後、再度常温下で体積抵抗を測定した。結果を図５に示す。
【００８４】
　図５は、体積抵抗の経時変化を評価した結果を示すグラフである。実線１００は常温に
静置した評価試料の体積抵抗の経時変化を表す。実線１０１は７５℃の温水に浸漬した評
価試料の体積抵抗の経時変化を表す。点線１０２は７５℃の温水に浸漬した比較用試料（
既存品）の体積抵抗の経時変化を表す。
【００８５】
　実線１０１に示すように、実験Ｎｏ．７に示す難燃性樹脂組成物から得られるシート状
の評価用試料の体積抵抗の一定期間経過後における初期値からの低下率は、点線１０２に
示す比較用試料（既存品）の体積抵抗の初期値からの低下率と比較して有意に小さい。こ
のように、本実施の形態に係る難燃性樹脂組成物から得られる成形体は体積抵抗の経時変
化が小さく、絶縁電線やケーブルの最外被覆層を形成するための材料として適している。
【００８６】
　［評価３］
　［収縮力及び収縮量の評価］
　次に上記実施例のうち、実験Ｎｏ．７の難燃性樹脂組成物から形成されるシートを代表
例とし、比較対象品との間でシース（ケーブル外皮）の収縮力及び収縮量を比較した。実
験Ｎｏ．１４及び１５は、比較対象品の評価結果（比較例）である。実験Ｎｏ．１４は、
既存の製品であるケーブルのシースから試料片を採取し、その試料片について収縮力及び
収縮量を測定した結果である。実験Ｎｏ．１４のシースは、難燃剤として水酸化アルミニ
ウム又は水酸化マグネシウムなどの金属水酸化物を１質量％超（約１０～１５質量％）含
む。実験Ｎｏ．１５は、ＭＡＨ－ＬＬＤＰＥ（マレイン酸変性直鎖状低密度ポリエチレン
）を１質量％超（約８質量％）含有する難燃性樹脂組成物を用いてケーブルを形成し、そ
のケーブルのシースから採取される試料片を採取し、採取した試料片の収縮力及び収縮量
を測定した結果である。実験Ｎｏ．１５で使用した難燃性樹脂組成物は、実験Ｎｏ．１３
に示す配合の難燃性樹脂組成物に相当する。
【００８７】
　実験Ｎｏ．７の難燃性樹脂組成物から形成されるケーブルのシースと、比較対象品であ
る実験Ｎｏ．１４及び１５のシースについてそれぞれシースの収縮力及び収縮量を評価し
た。結果を表４及び図６に示す。表４にシートの収縮力の測定結果を示す。また図６はヒ
ートサイクルの回数と収縮量の変化の関係を示すグラフである。図６において、実線２０
０は実験Ｎｏ．７に対応する。一点鎖線２０１は実験Ｎｏ．１４に対応する。点線２０２
は実験Ｎｏ．１５に対応する。
【００８８】
　表４に示す収縮力は以下のような手順により測定した。まずシースを備えたケーブルか
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ら短冊状のシース片試料を採取した。そのシース片試料を引張試験機にセットし、試験試
料温度を７０℃まで昇温させ、その後常温まで冷却した。昇温の開始から常温への冷却ま
での間の試料の収縮する力を測定した。測定は３回行い、平均値を算出した。
【００８９】
　図６に示すヒートサイクルと収縮量の変化との関係を示すグラフは以下のようにして得
た。まずケーブルの完成品を準備した。このケーブルは上記難燃性樹脂組成物から形成さ
れたシース及び比較対象のシースをそれぞれ備えている。そのシースから評価用試料を採
取した。採取した試料の表面に２本の標線を記し、その２本の標線間の距離を初期値とし
て記録した。その後、その試料を７０℃に加熱した後、常温まで冷却するヒートサイクル
を１回のサイクルとして、そのサイクルを繰り返した。１０サイクルごとに収縮量（％）
の変化をプロットすることにより、図６に示すグラフを得た。
【００９０】
【表４】

 
【００９１】
　表４を参照して、本願の難燃性樹脂組成物の実施品である実験Ｎｏ．７から得られるシ
ースの収縮力は実験Ｎｏ．１４のシースの収縮力の約半分である。したがって、１質量％
超の水酸化アルミニウム又は水酸化マグネシウムなどの金属水酸化物を難燃剤として含む
難燃性樹脂組成物と比較して、得られるシースの収縮力を下げることができる。また図６
の実線２００（実験Ｎｏ．７）と一点鎖線２０１（実験Ｎｏ．１４）とを比較すると、本
願の難燃性樹脂組成物の実施品である実験Ｎｏ．７から得られるシースの収縮量は実験Ｎ
ｏ．１４のシースの収縮量よりも小さい。このように、本願の難燃性樹脂組成物は、水酸
化アルミニウム又は水酸化マグネシウムなどの金属水酸化物の含有量が１質量％以下であ
ることで、加熱時の収縮力及び収縮量が低減した絶縁電線やケーブルの最外被覆層を形成
することができる材料である。その結果、耐用年数の長い絶縁電線やケーブルを得ること
が可能となる。また実験Ｎｏ．７における評価後のシートを目視で確認しても白化は確認
できなかった。
【００９２】
　一方、表４を参照して、実験Ｎｏ．１５のシースの収縮力の値は、実験Ｎｏ．７のシー
スの収縮力の値と同等である。しかしながら、図６の点線２０２に示すように実験Ｎｏ．
１５のシースは、ヒートサイクルを繰り返すことによる収縮量は大きい。したがって、シ
ースを形成した後、時間の経過とともにシースが収縮し、ケーブルの劣化を引き起こすこ
とが予想される。これに対し実験Ｎｏ．７のシースの収縮量は、実験Ｎｏ．１５のシース
の収縮量よりも小さい。このように本願の難燃性樹脂組成物の実施品である実験Ｎｏ．７
から得られるシースは、ＭＡＨ－ＬＬＤＰＥを１質量％超含有する難燃性樹脂組成物から
形成される実験Ｎｏ．１５のシースと比較して、高温環境下に曝露された後の収縮量が小
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さい。このように、本願の難燃性樹脂組成物は、マレイン酸変性ポリエチレンの含有量が
１質量％以下であることで、加熱時の収縮量が低減した絶縁電線やケーブルの最外被覆層
を形成することができる材料である。その結果、耐用年数の長い絶縁電線やケーブルを得
ることが可能となる。
【００９３】
　上記実施例に示すように、本願の難燃性樹脂組成物を用いることにより、絶縁抵抗の低
下、経時による収縮、及び白化の発生が抑制された絶縁電線やケーブルの最外被覆層を形
成することができる。最外被覆層の耐経時劣化性を向上させることにより、耐用年数の長
い絶縁電線やケーブルを提供することが可能となる。
【００９４】
　今回開示された実施の形態及び実施例はすべての点で例示であって、どのような面から
も制限的なものではないと理解されるべきである。本発明の範囲は上記した意味ではなく
、特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味及び範囲内でのすべての
変更が含まれることが意図される。
【産業上の利用可能性】
【００９５】
　本願の難燃性樹脂組成物は、最外被覆層の耐経時劣化性が高く、耐用年数の長い絶縁電
線やケーブルが求められる分野において、特に有利に適用され得る。
【符号の説明】
【００９６】
１　単心ケーブル
２　３心ケーブル
３　ケーブル
４　トリプレックス型ケーブル
５　単心ケーブル
６　絶縁電線
１０　導体部
２０　内部半導電層
３０　絶縁体
４０　外部半導電層
５０　遮蔽部
６０　押えテープ
７０　シース
８０　介在
９０　絶縁被覆層
１００　実線
１０１　実線
１０２　点線
２００　実線
２０１　一点鎖線
２０２　点線
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